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～令和３年１０月改定の地域別最低賃金について～  

担当   伊東 毅  

 

例年 10 月に最低賃金額の改定が行われます。昨年は、コロナ禍の影響もあり、地域

別平均で 1円、熊本は 3円アップして 793円となりました。依然としてコロナ禍は治ま

りをみせていませんが、政府は「早期に全国平均 1,000円を目指す」という方針に関し

ては、ワクチン接種や五輪のような変節は無く、強気にこだわっているようです。全国

平均の最低賃金は現行 902円ですから、毎年３％程度は上げていくようです。 

7月 14日に厚労省中央最低賃金審議会は、「上げ幅の目安 28円」を発表しました。これを熊本に適用す

ると、今年の 10月から時間給 821円となる予定です。 

 

一 最低賃金との比較の仕方 

１ 時給制の場合  時給≧最低賃金額（時間額） 

２ 日給制の場合  日給額÷1日の所定労働時間数≧最低賃金額（時間額） 

３ 月給制の場合  月額固定給÷月間平均所定労働時間数≧最低賃金額（時間額） 

①精皆勤・通勤・家族手当、時間外・深夜割増・休日出勤手当、賞与、臨時に支払われる賃金は最

低賃金の対象にはなりませんのでこれらを除いた固定給額です。 

②最低賃金額の検算対象手当は、基本給のみではありません。 

③固定残業手当は、定額で支給されますが時間外手当であり対象にはなりません。 

 ４ 歩合給の場合  歩合給総額÷月間総労働時間数≧最低賃金額（時間額） 

 ５ 月給制＋歩合給の場合  

月額固定給÷月間平均所定労働時間数＋歩合給総額÷月間総労働時間数 

≧最低賃金額（時間額） 

 

二 コロナ不況の影響を受けている業種にとっては、かなり厳しい金額になります。大幅な最低賃金額の

アップとの引き換えに、休業した場合の休業手当を国が立て替える雇用調整助成金の特例を年内いっぱ

いに延長する支援策が検討されているようです。 

  ちなみに、休業手当（平均賃金の６０％以上）の額は、最低賃金額を下回って

いても問題ありません。また、休業手当は最低賃金の検算では対象の賃金となり

ます。 
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～令和 2 年度では過去最高の 608 件となりました～ 

担当 杉山 友香   

新型コロナによる生活環境の激変により、メンタルヘルス不調者が増加しているという

話をよく耳にします。確かに日頃の業務の中でも、顧問先様からのそのような相談が

多くなってますので、それは事実なのでしょう。その対策が求められますが、職場での

精神障害という話になると、労災申請という問題に繋がることが少なくありません。  

 厚生労働省は昨日（2021 年 6 月 23 日）に、令和２年度の「過労死等の労災補償状

況」を公表しました。今回はここから精神障害にかかる労災の請求件数・支給決定件数等について見てい

くことにしましょう。  

１．請求件数は 2,051 件で前年度

比９件の減。中でも未遂を含む自

殺の件数は前年度比 47 件減の

155 件と大幅に減少。  

２．  支給決定件数は 608 件で前

年度比 99 件の大幅増。  

３．  業種別では、請求件数は「医

療，福祉」488 件、「製造業」

326件、「卸売業，小売業」282

件の順で多く、支給決定件数

は「医療，福祉」148 件、「製

造業」100 件、「運輸業，郵便

業」と「卸売業，小売業」63 件

の順に多い。  

４．  年齢別では、請求件数は「40

～49 歳」597 件、「30～39 歳」

490 件、「20～29 歳」448 件の順で多く、支給決定件数は「40～49 歳」174 件、「30～39 歳」169 件、「20

～29 歳」132 件の順に多い。  

５．  時間外労働時間別（１か月平均）支給決定件数は「20 時間未満」が 68 件でもっとも多く、次いで「100

時間以上～120 時間未満」が 56 件。  

６．  出来事別の支給決定件数は、「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受け

た」99 件、「悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」83 件、「同僚等から、暴行又は（ひどい）いじめ・嫌

がらせを受けた」71 件の順に多い。  

 

 

 

新型コロナによる職場および生活環境の変化は、少なからず労働者の

心身に影響を与えています。  

弊所ではメンタルヘルスセミナーのご依頼を 受け付けております！ 

全労働者に必要なセルフケア研修、管理監督者向けのラインケア研修など  

階層別・ 職種別による開催も可能ですので、遠慮なくお申し付けください。 


